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経済産業省

関係者の御意見を伺う場で

いただいた御意見概要



関係者の御意見を伺う場

【第１回】 ４月６日（福島県福島市）
福島県、福島県旅館ホテル生活衛生同業組合、福島県商工会議所連合会
福島県森林組合連合会、福島県漁業協同組合連合会、福島県町村会、相馬地方町村会

【第２回】 ４月１３日（福島県福島市、福島県富岡町）
福島県商工会連合会、ヨークベニマル、ＪＡ福島中央会
いわき市、双葉地方町村会

【第３回】 ５月１１日（新型コロナ対策としてWeb会議で開催）
日本経済団体連合会、日本旅行業協会、全国旅行業協会
日本スーパーマーケット協会、日本チェーンストア協会

【第４回】 ６月３０日（東京都内）
全国商工会連合会、日本ボランタリーチェーン協会、全国消費者団体連絡会
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【第５回】 ７月１７日（福島県福島市）
福島県議会、福島県青果市場連合会、福島県水産市場連合会、福島県内住民（「福島県原子力
発電所の廃炉に関する安全確保県民会議」構成員）

 ALPS小委員会の報告を踏まえ、政府として、地元自治体や農林水産業者を始めとした幅広い関係

者の意見をお聞きしているところ。

 これまで、御意見を伺う場を５回開催し、地元関係者や経済・観光・流通・消費者に関係する全国

団体にも参加いただいた。



関係者の御意見を伺う場（処分方法）

• 専門的知見に基づき、国が責任をもって決めてほしい（福島県町村会）

• 政府には、国民の安心を得られない場合は処分を行わない覚悟が必要（日本チェーンストア協会）

• タンクが残っている限り風評が続く。一日も早く処分して風評を無くすべき（福島県商工会連合会）

• タンクが並ぶ光景が事故の象徴的な映像として伝わり、観光に影響が生じる（全国旅行業協会）

• 県内林業は原発事故による放射性物質で大きな被害を受けており、新たな大気、海洋への放出に反
対（福島県森林組合連合会）

• 試験操業から増産に向かう矢先、また若い後継者に将来を約束するためにも、海洋放出に反対（福島
県漁業組合連合会）

• 震災10年でようやく農業復興が見通せるようになったところに、水蒸気放出と海洋放出が提案されたこと
は遺憾（ＪＡ福島中央会）

• 海洋放出に反対。トリチウム分離技術確立まで保管を（福島県内住民）

• 十分な対策を前提に、海洋放出が現実的な一つの対応方法（全国旅行業協会）

• 観光等への被害がいまだに収束していない福島県内の状況下で、さらに放射能をまき散らす行為につい
ては、到底許容できるものではないというのが我々業界の大勢を占める意見。福島の辛さを他所に押し
付けるのは信義に反し、問題先送りは将来に負の遺産を押し付ける。よって、至極残念ではあるが、福
島県内において処分するのが最も道義的な選択ではないかと思慮。観光的な影響がより狭い地域で抑
えられる海洋放出を選択することが総じて最も損失の少ない処分案であると考える（福島県旅館ホテル
生活衛生同業組合）

 処分方法については、「国が責任をもって決定すべき」、「いずれは処分すべき」といった御意見のほか、 特定の処

分方法に対する賛成・反対の声があった。
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関係者の御意見を伺う場（風評対策・情報発信）

・トリチウムの正確な情報が伝わっておらず、風評被害が上乗せされる恐れがある。風評対策と正確な情報
発信に責任を持ち、農林水産、観光業に影響しないよう慎重に判断を（福島県）

「国際機関と連携した対応が必要」
・処分にはIAEA等も立ち合い、透明性を確保することが必要（新地町）
・国際的第三者機関による科学的根拠を情報提供し国際レベルで合意を得ること（ヨークベニマル）

「正確な情報発信が必要」
・トリチウムの科学的性質や国内外での処分実績を全世界に正確に発信すること（いわき市）
・国の資料は役所的。住民感情に沿った説明を行い、不安・不信の払拭を。（福島県内住民）

「具体的な風評被害対策が必要」
・処分方法とともに風評被害対策の具体像を示すこと（南相馬市）
・風評対策を実行するための財源の裏付けが必要（いわき市）
・「消費者は買わないのではないか」という流通の考えからも風評被害は起こる。流通促進のイベントや広報
活動に引き続き取り組むべき（全国消費者団体連絡会）
・ふるさと納税の活用による被災地産品の消費拡大や、企業研修の実施による観光振興を（日本経済
団体連合会）
・官民一体の観光キャンペーンや観光関連事業者で使える地域振興券の発行を（日本旅行業協会）

「その他」
・トリチウム以外を基準値未満まで浄化し、トリチウムの除去にも最後まで努力してほしい（新地町）
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 ほとんどの参加者から、風評被害対策と正確な情報発信の重要性について指摘があった。


